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 はじめに 
 本 GPの動機 

 安藤ハザマ（以降、当社）は、建築事業と土木事業を本業とする中堅ゼネコンである。当

社は、中期経営計画の重点施策として「カーボンニュートラル（以降 CN）、グリーントラ

ンスフォーメーション」のカテゴリーを設け、技術開発として、「CO2 フリー水素製造・供

給システム」を含めた実証に取り組んでいる（図 1-1）。 
 以上から筆者は、中長期的視点を持ち、主要エネルギー以外である「水素」を取り扱い、

本業である建築事業に資する GP を検討することを前提とした。 

 
図 1-1 安藤ハザマ 経営方針・技術開発概要 

 
 背景①（建築業界の着眼点） 

 本 GP における「問い」を得るため、本業である建築業界に着眼して調査実施した。 
 図 1-2 に示すアンケート結果によると、発注者はゼネコンの施工力・安全対策・アフタ

ーケアを前提とし、安価な価格を希求していることが分かる。 
 図 1-3 に示すゼネコン各社の建築需要に対する利益率推移では、特に 2009 年以降の建

築投資額低下時にゼネコンの利益率が低下、2020 年頃の建築工事費デフレーターが上昇（つ

まり、物価高騰）の際に、ゼネコンの利益率が低下している。以上から、本 GP は民間建築

分野において建築需要が低下する際のコスト競争状態に着目する。

 
図 1-2 ゼネコン指名における民間発注者の

評価基準 

 

 
図 1-3 ゼネコン各社の建築需要に対する利

益率推移 

 背景②（水素・CNの着眼点） 

 本 GP における「問い」を得るため、本 GP で着眼する「水素」と建築事業に資する「CN」

に着眼して調査を実施した。図 1-4 に政府の水素サプライチェーン構想のフローを示す。

この構想では、CO2 フリー水素の製造から利用までが示されている。しかしながら、本 GP
における当社顧客（表- 1-1）の利用方法である空調・給湯を行うためのエネルギーや、製

品製造に伴うエネルギーに関連する利用分野は、この構想には見当たらない。特に CN 達

成を経営目標に掲げる当社顧客などに対する利用が提示されていない。 

出所：安藤ハザマグループ
「中期経営計画2025
技術・研究開発 重点施策」

出所：安藤ハザマ「コーポレートレポート2023」

出所：筆者

「安藤ハザマ 次世代エネルギープロジェクト 全体概要」

（次世代エネルギーマネジメントシステムの実証・深化と展開）

環境価値の創造
次世代エネルギーマネジメントシステム

の実証・深化と展開

0% 20% 40% 60% 80% 100%

価格の安さ
施工の技術力

安全対策
社会貢献
不正行為

商売上の取引関係
営業担当の熱心さ
受注者の財務内容

受注者の知名度
受注者の規模
受注者の評判

金融機関の紹介
不動産会社の紹介
設計事務所の紹介

ﾏﾝｼｮﾝ管理会社の紹介
アフターケア

5 とても重要 4 重要 3 ふつう 2 あまり重要でない 1 重要でない
出所：建設省（実施：財）建設経済研究所）平成11年実施「民間工事における建設業者選定基準等の実態調査」
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出所：各データを筆者が整理
・完成工事利益率 ＝ 建築事業・完成工事総利益÷建築事業・完成工事売上高 【各企業情報】

※安藤ハザマは、2012年度以前は、旧間組。2013年度以降は安藤・間のデータを示す。

※全８社：安藤・間、大林組、鹿島建設、清水建設、大成建設、戸田建設、熊谷組、西松建設

・建築工事費デフレーター：2015年度基準、建設工事に係る「名目工事費額」を基準年度の「実質額」に変換した指標【国土交通省】
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図 1-4 日本政府想定の水素サプライチェーン構想フロー 

表- 1-1 当社顧客の定義 

 
 次に CN 対策のアプローチ方法について示す。CO2 排出量は、エネルギー消費量と CO2

原単位の面積より求められる。その面積（図 1-5 の内、左図）は、「電力系」と「非電力（い

わゆる燃料系）」に分類される。そして、図 1-5 の内、右図に示す通り 5 つアプローチ方法

（「Ⓐ省エネルギー」、「Ⓑ電源の脱炭素化」、「Ⓒ電化」、「Ⓓ燃料の脱炭素化」、「ⒺCO2 回収・

貯蔵・吸収」）がある。利用過程で CO2 を排出しない水素は、「Ⓓ燃料の脱炭素化」の具体

的手段として期待されている。しかしながら、現時点（2024 年執筆現在）では経済合理性

がなく、補助金等の補完がなければ、導入が困難である。 

 
図 1-5  CN 達成に向けたアプローチ 

 本 GPの問い 

 以上から、本 GP の問いは、「当社が、CO2 フリー水素製造・供給システムを新たな価値

として、コスト競争から脱却する方法とは？」とし、この検討を踏まえ、当社顧客に対して

当社の水素システムの新たな価値の創造を目的として検討を行う。 
 先行研究 
 建築業界の特徴に関わる先行研究 

 本 GP の問いをでは、「コスト競争からの脱却」について着眼している。そこで本節では、

建築業界で「コスト」はどのような構造で決定されるのか？なぜコスト競争に至るのか？を

捉えるため、先行研究の調査を行う。藤本らは、表- 2-1 に示す製造業とゼネコンの機能と

価値の関係性において、建築物（ゼネコン）における「価値」の特異性について指摘してい

る。この特異性とは、工業製品（製造業）と異なり、建築物は価格在りきで「機能」が決定

されることである。また、建築物は、建物がまだ存在しない時点で、理解困難であろう設計

図を確認し契約する。 
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③製鉄

②FCV
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②モビリティ
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出所：2023年6月6日
水素基本戦略を基に
筆者作成

以下の建物を所有・運営する顧客

当社顧客 当社顧客以外

・当社の建築事業の内、民間建築分野の建物
※民間建築分野の建物とは
　マンション、事務所ビル、商業施設、
　ホテル、病院、工場、倉庫

・当社の建築事業の内、公共建築分野の建物
※公共建築分野の建物とは
　学校、役所など

・当社の事業範囲外である一戸建て住宅
出所：筆者
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※CO2排出量は、エネルギー消費量 ｘ CO2原単位
※カーボンニュートラル達成とは、面積（CO２排出量）を正味ゼロにすること

CO2排出量

Ⓐ省エネルギー
電力系のエネルギー消費量を削減

電力系のCO2原単位を縮減

燃料系から電力系に代替

Ⓑ電源の脱炭素化

Ⓒ電化

Ⓓ燃料の脱炭素化

CO2自体を削減
ⒺCO2回収貯蔵・吸収

燃料系のCO2原単位を縮減
◀CO2ﾌﾘｰ水素

利活用が可能

出所：資源エネルギー庁HP
を基に筆者整理
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表- 2-1 機能と価値の関係性比較 

 
 藤本ら（表- 2-2）で、市場成長期は発注者がゼネコンに対し「機能」の指示を止め、ゼネ

コンはこの取引リスクを負うことも厭わない関係性であったと指摘している。これは、ゼネ

コンにとって長期的信頼・特命を獲得することが最大のメリットとなるためである。対して、

市場縮小期は発注者がゼネコン 1 社限定に発注にせず、競争入札とする慣習となった。 
表- 2-2 建築業界におけるリスクと関係レントの変化 

 
 建築業界のマーケティングに関わる先行研究 

 表- 2-3 に Philip Kotler が示したマーケティングの進化の特徴に前節の先行研究を踏ま

えた特徴を整理した。まず、（建築業界の）業界成長期においてゼネコンは、「製品中心のマ

ーケティング 1.0」であり、業界縮小期のゼネコンは、「顧客志向のマーケティング 2.0」で

あると考える。一方、これらの発展形である「価値主導のマーケティング 3.0」に、現時点

でのゼネコンは至っていないことに気づく。少なくとも当社においてはこれまで経験がな

い。 
表- 2-3 マーケティング定義 

 
 先行研究からの気づき 

 前節までの先行研究から以下の気づき（表- 2-4）を得ることができた。 
表- 2-4 先行研究による気づき 

 
 

製造業（例：自動車等の工業製品） ゼネコン　（例：建築物）

①機能⇒②価格⇒③構造⇒④原価

機能で「価格」を決定

①価格⇒②原価⇒③構造⇒④機能

「価格」が機能を決定

製品の機能（仕様書）・現物（構造）を確認し契約 建物の機能（設計図）のみ確認し契約
価格 評価可能 評価可能

機能 評価可能
評価困難

（現物を確認できず、
明確な最低品質の実質的保障を的確に得ることは困難）

出所：【藤本隆宏・野城智也・安藤正雄・吉田敏. 『建築ものづくり論』. 有斐閣, 2015】を基に筆者作成

契約時の状況

機能・価格の関係

発注者の評価

①顧客が求める機能⇒②顧客が支払う価格

⇒③機能の構造（製品）⇒④原価（コスト）【 】 ①顧客が求める価格⇒②原価（コスト）

⇒③原価に見合う構造（建築物）⇒④原価に見合う機能【 】

発注者 ゼネコン 発注者 ゼネコン 取引リスク↔関係レント 構造リスク↔関係レント

①
市場

成長期
小 大 小 小 大

◆発注者

・「機能」の指示をやめ、ゼネコンを信用し、委託

◆ゼネコン

・長期的信頼（関係レント最大化→長期特命受注）

構築を最重要視。故に、率先して取引（工期・価格・

品質）リスクを引き受ける。

②
市場

縮小期
小 大 大 大 小

◆発注者

・上記同様に、ゼネコンを依存。ゼネコン不正リスク

が発生

◆ゼネコン

・関係レントがなく、取引リスク足かせ状態で、競争

取引環境にさらされる。結果、疲弊。

出所：【藤本隆宏・野城智也・安藤正雄・吉田敏. 『建築ものづくり論』. 有斐閣, 2015】を基に筆者作成

関係
レント

関係図 説明
※ゼネコン：設計施工一貫方式を前提に評価

取引リスク 構造リスク

発注者 ゼネコン

小 大

発注者 ゼネコン

大

小 大小

発注者 ゼネコン

小 小

発注者 ゼネコン

大

大 大小

製品中心のマーケティング 顧客志向のマーケティング 価値主導のマーケティング
マーケティング　Ver １．０ ２．０ ３．０

目的 商品の販売・普及 顧客満足 価値ある体験
顧客ニーズ 所有欲求 成長欲求 参加欲求
提供価値 機能的価値 差異的価値 参加価値

顧客とのコミュニケーション 広告宣伝 販売促進 ホームページ 勧誘メール 参加型SNS
業界成長期のゼネコン 業界縮小期のゼネコン 将来のゼネコン

顧客条件を満たす建築を提供
顧客条件を満たし

かつ、他社より秀でた建築を提供
？？

出所：Philip Kotler「マーケティング理論の発展」を基に著者作成

建築業界のマーケティング

前提（背景・先行研究）の要点 得られた示唆

①建築業界におけるコスト競争に至る実態
先行研究では、従来の構造（発注者とゼネコンの関係）から脱却するための
非住宅における具体的アプローチ方法が示されていないことを確認。

②CN対策における水素利活用の位置づけ
CO2フリー水素製造・供給システムは普及せず、特に当社の顧客に対して従来
通りのアプローチでは、理解が困難である示唆を得た。

③建築業界のマーケティング
「価値主導マーケティング」の具体的手段があれば、顧客と併走し新たな価
値創造の余地ある示唆を得た。

出所：筆者
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 仮説 

本 GP の問いから、先行研究調査結果を踏まえ、仮説を立案する。 
 本 GPの仮説は、「当社の CO2フリー水素製造・供給システムは、共同創造するプロセス
を経ることで、顧客は深く理解し、新たな価値と認め非競争状態（当社特命）に至ることが
できる」である。 
 

 検証方法 
 提案モデルの導入 

 まず、仮説を検証するために具体的なモデルを導入する（図 4-1）。従来のプロセスでは、

建築発注に際し、顧客が理解困難である故に相見積による入札手法となり、コスト競争とな

っていた。このような背景及び、先行研究調査による示唆を受け、本 GP の仮説に基づくモ

デルを提案する。このモデルは、従来のプロセスに「プロセス価値」を加えることで顧客は

理解を得て、非競争に至れることを目論む。 
 

 
図 4-1 本 GP 提案モデル 

 
 検証項目の抽出 

 提案モデルの実効性を検証するために、検証項目の抽出を行う（表- 4-1）。具体的には、

すべての可能性を検証するのではなく、実際の業務に照らし、前提を定めても問題のない条

件は「前提条件」として与える。その上で、仮説の成立可能性を左右する項目を「検証項目」

として抽出した。 

出所：筆者

②カーボン
ニュートラル

（CN）
コンサル
タント

機能提示 理解困難 コスト競争

従来のプロセス

機能提示 プロセス価値 非競争理解

本研究のプロセス（提案モデル）

③共同開発

①当社技術
提示
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表- 4-1 本提案モデル適用条件整理 

 
 以上から、本提案モデルを適用するにあたり前提条件は、既存顧客に対して本業の付加提

案として提案を行う。提案は既存顧客より当社へ CN 対策を相談されたタイミングで実施

し、提案先は顧客の事業所となる。 
 次に、検証を必要とする項目を以下の通りとした。 
1) ［Who（誰に）］検証項目１ 
 そもそも当社の水素システムを必要とする既存顧客が存在するか不明であるため、これ

を特定できるか、検証する。 
2) ［How（どのように）］検証項目２ 
 共同開発するプロセスは、顧客が深く理解した上で新たな価値（プロセス価値）と成り得

るのかが不明であるため、ゼネコンが顧客に提供できる新たな価値としての提案分析や共

同創造プロセスに関する証左を特定できるか、検証する。 
  

項目 説明

Who
 (誰に)

対象となる顧客は誰か？
①既存顧客
②当社水素システムを
　必要とする顧客

①本GPの前提条件
②検証項目１

What
(何を)

提供する商品、サービス
、または価値は？

当社の水素システムを
本業（建築・請負）
に含めた付加提案として

本GPの前提条件

When
(いつ)

実施のタイミングは？
顧客より当社へ建築依頼があっ
たタイミング

本GPの前提条件

Where
 (どこで)

提供する場所は？ 提案先の顧客事業所 本GPの前提条件

Why
(なぜ)

課題解決の背景は？ 顧客におけるCN目標達成 本GPの前提条件

How
 (どのように)

実現方法、実施手段は？
①必要なリソース
②実行戦略
③マーケティング手段

①当社の水素システム
②共同開発
③手段

①本GPの前提条件
②本GPの仮説
③検証項目２

出所：筆者

本提案モデル
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 検証１：当社水素システムを必要とする顧客の特定 
 CN達成目標とエネルギー消費量の相関による顧客業種の特定 

 本節では「CN 達成目標」と「エネルギー消費量」の指標により「当社水素システムを必

要とする顧客」の特定分析を試みる。また、分析に際し、定量的指標を採用し、具体的な顧

客の特定を目指す。（検証項目１） 
 図 5-1に示す通り、CN達成目標を定めた企業として公的目標・認証（TCFD、SBT、RE100）
に賛同する企業として設定する。その企業を産業中分類で仕分けし、業種別に賛同企業数を

把握する。そして、エネルギー消費量としてエネ庁調査の産業中分類の業種別エネルギー消

費量を把握する。この 2 つの軸（賛同企業数、エネルギー消費量）を業種別の傾向を確認す

る。 

 
図 5-1 「CN 達成目標」と「エネルギー消費量」の指標による顧客の特定 （筆者作成） 

 図 5-2 に示す結果により、代表的な３つの指標において、特に、「製造業」はその他の業

種と比較しても、エネルギー消費量がケタ違いに多いことが分かった。 
 以上から、製造業は、事業運営において膨大なエネルギーを消費する故に、化石燃料由来

のエネルギーから非化石エネルギーへの代替を希求し、CN 達成の必要性を有する業種との

示唆を得た。 

 
図 5-2 公的目標・認証（TCFD、SBT、RE100）企業数とエネルギー消費量の相関図  

 製造業における詳細業種別 電力・燃料エネルギー消費傾向 

 前節の分析で得られた特定された業種である製造業に対して、電力系と非電力系それぞ

れの延べ床面積あたりのエネルギー消費量の分析結果から、製造業の詳細業種ごとの電力・

燃料消費傾向を把握し、「当社水素システムを必要とする顧客」の特定を試みる。 
 図 5-3 から、非化石燃料の代替である水素を必要とする顧客は、㋒燃料＞電力の業種（電

力の２倍を超えて燃料が大）に属する顧客であると特定した。これは、電力に対し、燃料エ

ネルギー消費量が大幅に多いため、非電力系（燃料）の CN 対策が必要となる。比較的に少

量であれば「Ⓒ電化」によって対策が可能であるが、多量であるため「Ⓓ燃料の脱炭素化」

のアプローチが必要となる。つまり、非化石燃料である水素が顧客から求められることにな

り、この分類に属する顧客は「当社の水素システムが必要な顧客」と成りえる。 
 以上から、本 GP 仮説の検証として、「当社水素システムが必要な顧客」の特定を検証し

た。 

ＣＮ達成の必要性を有する顧客 エネルギー消費量が大きい顧客
ＴＣＦＤ・ＳＢＴ・ＲＥ100 参加企業
＝ＣＮ必要性を代替した指標として利用

エネルギー消費統計調査
＝事業所における全エネルギー消費量

ＣＮ達成の必要性があるエネルギー消費が大きい業種の特定
＝本提案を受け入れる必要性がある業種

（出所：筆者）
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2024 年度 グラデュエーションペーパー予稿 8823242_中里壮一 

11 
 

 
図 5-3 詳細業種別延床面積あたりの電力・燃料エネルギー消費量散布図 

 
 検証２：ゼネコンが顧客に提供できる新たな価値に関する提案分析および

共同創造プロセスの証左の特定 

 先行研究の調査結果と示唆により、従来のゼネコンの提案は差異的価値であるため、「提

供価値の独自性」を指標とする。また、建築業界において顧客が要求仕様を提示しないこと

を踏まえ、「顧客の関与度」を指標とする。この観点から、ゼネコンが具体的にどのような

価値を提案できるかを体系的に整理する。また、これを通じて、新たな価値となる提案の特

定を目指す。 
 図 6-1（の内、顧客の関与度と提供価値の独自性の４象限）の分析結果から、「提供価値

の独自性」の観点から見ると、「㋐価格競争型」と「㋒コンサルティング型」はゼネコン業

界において一般的な価値の提供形態と考えられる。これらの価値について差別化を図る（差

異的価値）ためには、効率化や専門知識の優劣によって、顧客がゼネコンを選定するものと

考えられる。 
 「顧客の関与度」の観点から見ると、「㋐価格競争型」や「㋑ブランド・技術依存型」は、

ゼネコン本位の一方的な提案と言える。また、筆者の経験から、これらの提案は持ち込み営

業やコンペ案件など、比較的提示しやすい提案であると考えられる。したがって、「㋑ブラ

ンド・技術依存型」は「提供価値の独自性」があるものの、すでにゼネコンを認知している

既存顧客ではなく、新規顧客に適用される提案であると考えられる。よって、この提案は本

GP 仮説の前提条件には合致しない。 
 以上の整理から、「㋓共同開発型」は顧客と密接な関係を構築し、独自性のある新たな価

値を提供できる提案であると考えられる。 
 一方で、「㋓共同開発型」は、顧客の立場から考察すると、顧客が自らの課題や目標をど
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の程度具体的に認識しているかによって、共同創造プロセスが異なると考えられる。以上を

踏まえ、顧客ニーズの明確度と提供する付加価値のレベルの 2 軸を用いて、ゼネコンがど

のように顧客と連携し、共同で価値を創出するかを特定することを目指す。 
 図 6-1（の内、顧客ニーズの明確度と提供する付加価値のレベルの４象限）の分析結果か

ら、まず「顧客ニーズの明確度」の観点で見ると、4 つの段階で整理できる。 
 これらの整理から、共同創造プロセスは「顧客ニーズの明確度」と「提供する付加価値の

レベル」に基づく連続性のある提案であると考える。これらのプロセスを共有する中で、顧

客はゼネコンが提供する専門性や独自性を体感し、それを新たな価値として認識するよう

になる。 
 特に、「④カスタマイズ型共同開発」に至るプロセスにおいては、顧客がゼネコンの価値

を深く理解する状態が必須である。この状態において顧客は、他社ゼネコンとの比較を行わ

ず、ゼネコン 1 社を特命（非競争状態）で選択することが可能となる。 

 
図 6-1 ゼネコンにおける価値提供と共同創造プロセスマトリックス 

 以上の検証結果により、単発的な建築請負受注に留まらず、長期的なパートナーシップへ

の進化が可能となると考える。以上から、本分析で得られたプロセスを「共同開発型提案プ

ロセス」と称して、次章では当社の水素システムを提案する。  

提供する付加価値のレベル

低
（汎用性が高く、標準的な付加価値）

提供する付加価値のレベル

高
（専門性が高く、独自性がある付加価値）

提供価値の独自性　低
㋒コンサルティング型

 建築専門知識コンサルティング
を前面に出した提案

従来のゼネコン提案例； ③最適サポート型標準ソリューション ④カスタマイズ型共同開発
・プロセス効率化: 建設スケジュールを顧客
ニーズに応じて最適化し、工期短縮を実現。

・共同開発建物: 顧客の省エネ要件に応じ、エ
ネルギー効率を最大化する設計・施工を共同開
発。

・予算内調整: 顧客の予算に応じたコスト最適
化プランを提供。

・専属チーム編成: 顧客プロジェクト専用の設
計・施工チームを編成し、継続的な支援を実
施。

①汎用型初期サポート ②探索型ソリューション提案
・建築計画テンプレート: 汎用的な建築計画テ
ンプレートを提供し、初期段階の方向性を明確
化。

・新規建材の研究: ゼネコンと顧客が協力し、
環境配慮型の新素材や新技術を共同開発。

・コスト試算ツール: 顧客が簡単に利用できる
建築コスト試算ツールを提供。

・潜在ニーズ引き出し: ワークショップを開催
し、顧客が気付いていない課題や目標を共有。

・成功事例の共有: 顧客業界の類似プロジェク
トを紹介し、初期計画を支援。

・技術シナリオ提案: 複数の技術的解決案を提
示し、顧客と議論を通じて最適な選択肢を決
定。

㋐価格競争型

コスト削減を前面に押し出した提案
従来のゼネコン提案例： 従来のゼネコン提案例：

出所：筆者
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㋓共同開発型
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高

・BCP策定：
　顧客の事業継続計画
（災害やトラブルへの対応計画）
　を建築デザインに組み込む提案。

・中長期営繕計画：
　顧客の事業計画を
　建物の構造・設備など
　の中長期改修プラン
　として提案

顧客ニーズ
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低

顧客の
関与度

低

㋑ブランド・技術依存型
独自技術やブランド力を前面に押し出した提案

・標準化施工：
　設計・施工プロセスを標準化し
　低コストで短工期な設計・施工
　による低価格化
・量産型部材：
　コスト効率を追求した規格化された部材
（例：ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ）による低価格化

・特許技術：自社特許を持つ建材（例: 高強度コンクリートやエコ建材）のみを使用した設計、
独自工法の施工
　　　　　    による独自技術の提案
・認証取得： 脱炭素対応型建築物の認証（ZEB、BELS、LEED等）を取得
　　　　　　 によるブランド力のアピール。
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 ビジネス企画提案（共同開発型提案プロセスによる当社水素システム提案） 

 前章までの前提条件・検証結果を踏まえ、図 7-1、図 7-2 に共同開発型プロセスによる当

社水素システム提案例を示す。  
 

 
図 7-1 共同開発型プロセスによる当社水素システム提案例 

  

[汎用性]
[標準的]

①汎用型
初期サポート

②探索型
ソリューション

③最適サポート型
標準ソリューション

④カスタマイズ型
共同開発

顧客ニーズ
明確度

付加価値の
レベル 低

低

高

高低 高

低 高
[専門性]
[独自性]

[汎用性]
[標準的]

[専門性]
[独自性]

提案例

1)エネルギー利用状況
の調査・可視化

2)初期的な
導入効果試算

3)建築・設備適合性
の確認

4)顧客への
基本提案資料提供

1)課題の深掘り
と選択肢提示

2)導入計画
のシミュレーション

3)敷地利用
と設備レイアウト
の提案

1)標準ソリューション
の適用性評価

2)建屋設計
と安全性強化

3)プロジェクト調整
とコスト試算

1)施設全体
のエネルギーデザイン

2)完全
オーダーメイド設計

3)段階的導入
の計画
と試験運用支援

当社の建築ノウハウを前提に
・顧客を理解（調査・分析）
・水素システムの

基本的な価値を共有

主旨

当社の水素ノウハウを前提に
・課題に応じた

柔軟なｿﾘｭｰｼｮﾝを模索

当社の建築ノウハウを前提に
・メーカー標準の

水素ソリューションを
最適化導入計画し、具体化

当社の水素ノウハウを前提に
・顧客と共に

独自の水素システム
を設計・開発

共同開発型プロセス（本GPの提案プロセス）
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図 7-2 共同開発型プロセスによる当社水素システム提案例（詳細） 

 
 これら一連の共同開発型プロセス経ることで、当社の水素システム提案は、単なる技術提

供に留まらず、顧客との共創を重視することで、CN 達成への具体的な道筋を示したと考え

る。また、このアプローチは、持続可能なエネルギー社会の実現に向けた実践的なモデルと

しての可能性を有すると考える。 
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１）エネルギー利用状況の調査・可視化
・工場のエネルギー使用量、燃料構成、CO2排出量を調査
・現状分析レポートを作成
・顧客に「現在の課題」と「水素導入後の可能性」を定量的に提
示
２）初期的な導入効果試算
・水素燃料の導入によるCO2削減率とコスト影響を試算

３）建築・設備適合性の確認
・工場建屋や設備の構造を確認
・水素システム導入時の改修ポイントを整理
４）顧客への基本提案資料提供
・水素システム導入の価値や初期効果をまとめた提案資料を作成
・顧客担当者が顧客経営層への説明を支援

１）課題の深掘りと選択肢提示
・顧客とワークショップを実施し、課題を深掘
・水素燃料導入における複数の解決策を提示
２）導入計画のシミュレーション
・水素供給量や運用コストのシナリオ分析を実施。

３）敷地利用と設備レイアウトの提案
・水素供給インフラ（タンクや配管）の設置プランを複数案提示
し、顧客と議論。

１）標準ソリューションの適用性評価
・メーカーが提供する水素燃焼機器（ボイラーや焼成炉）
　の標準モデルを基に顧客の工場環境での適用性を評価
２）建屋設計と安全性強化
・水素供給設備の導入に伴う建屋改修案を具体化

３）プロジェクト調整とコスト試算
・メーカー、エネルギー供給業者、自治体と連携
・導入コストやスケジュールを具体化

１）施設全体のエネルギーデザイン
・顧客の工場全体を対象に
　水素利用を軸としたエネルギー供給設計を提案
２）完全オーダーメイド設計
・水素供給ラインやタンクの配置、燃焼設備との接続
　をゼロベースで設計。

３）段階的導入の計画と試験運用支援
・一部の設備から試験導入を開始
・結果を基に全体展開を進めるプランを設計。

出所：筆者

顧客ニーズの明確度　低
提供する付加価値のレベル　低　[汎用性][標準的]

顧客ニーズの明確度　低

提供する付加価値のレベル 高 [専門性][独自性]

④カスタマイズ型共同開発

③最適サポート型標準ソリューション

②探索型ソリューション提案

①汎用型初期サポート

提供する付加価値のレベル 高 [専門性][独自性]

顧客ニーズの明確度 高
提供する付加価値のレベル　低　[汎用性][標準的]

顧客ニーズの明確度 高


